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税務情報 

2026年度税制改正 － 国税庁からの所得税関連の公表情報 

1. 基礎控除等の改正に関する情報 

2026 年度税制改正により、所得税の基礎控除の引上げ及び給与所得控除の最低
保障額の引上げ並びに扶養親族等の所得要件の改正等が行われました。これら
の改正は、原則として 2026 年 12 月 1 日に施行され、2026 年分以後の所得税
について適用されます。 

これを受け、国税庁は上記改正に関する情報を集約した「令和 8 年度税制改正
による所得税の基礎控除の引上げ等について」というページを公表しました。
このページには、たとえば以下の情報が掲載されています。 

 源泉所得税の改正のあらまし 令和 8 年 4 月（PDF 1,594KB） 

このパンフレット（全 8 ページ）では、上記改正の概要を含む源泉所得税に係
る 2026 年度税制改正事項や、2025 年度の税制改正により 2026 年以後に適用
される事項等が解説されています。 

 令和 8 年度税制改正（所得税の基礎控除の引上げ等関係）Q&A（PDF 299KB） 

この Q&A（全 18 問）は、上記改正のうち、2026 年 12 月に行う年末調整など、
2026 年 12 月以後の源泉徴収事務に関する事項を中心に取りまとめたもので、
たとえば以下の留意点が解説されています。 

 給与所得控除の最低保障額の引上げに伴い改正された、所得税法で定める
2026 年分以後の「年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金額の表」
（別表第 5）には、租税特別措置法で定める特例（*）は加味されていない。そ
のため、国税庁では、この特例を加味した「年末調整等のための給与所得控
除後の給与等の金額の表」を作成し、8 月末頃に公表予定である。2026 年
12 月の年末調整の際にはこの表を使用する点に留意する（Q3－1）。 

（*） 2026 年及び 2027 年分の給与等の収入金額が 69 万 1 千円以上 220 万円
未満である場合には、給与等の収入金額が 220 万円以下の場合の給与所
得控除額を 74 万円とする特例（措法 29 の 4①）等にかかわらず、給与所
得の金額を一定の金額とする特例（措法 29 の 4②）及びその一定の金額
により年末調整を行うこととする特例（措法 29 の 4④） 
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 2026 年度税制改正では、基礎控除の本則による控除額（所法 86①）及び特
例による加算額（措法 41 の 16 の 2①）が引き上げられたが、特例による加
算額については、居住者についてのみ適用されることとなっている。そのた
め、2026 年中を通じて非居住者となる者の基礎控除額については、本則に
よる基礎控除額 62 万円（合計所得金額 2,350 万円以下の場合）のみが適用
されることとなる（Q6－4）。 

2. 防衛特別所得税及び復興特別所得税（源泉徴収関係）の改正に関する情報 

2026 年度税制改正では、日本の防衛力の抜本的な強化を行うための安定的な財
源を確保する観点から、所得税に係る措置として防衛特別所得税が創設されま
した。 

所得税の源泉徴収義務者は、所得税を徴収する際に、防衛特別所得税（源泉徴
収すべき所得税の額の 1％相当額）を併せて徴収し、その所得税の法定納期限ま
でに所得税と併せて国に納付することが必要となります。また、復興特別所得
税については、その税率が 1％引き下げられ 1.1％とされるとともに、課税期間
は 10 年間延長され 2047 年 12 月 31 日までとされました。これらの改正は、
2027 年 1 月 1 日以後に生ずる所得に対する所得税等について適用されます。 

これを受け、国税庁は以下の Q&A 及びパンフレットを公表しました。 

 防衛特別所得税及び復興特別所得税（源泉徴収関係）Q&A（PDF 412KB） 

この Q&A（全 16 問）は、防衛特別所得税及び復興特別所得税について、一般
的な質問を取りまとめたもので、たとえば以下の点が解説されています。 

 防衛特別所得税と復興特別所得税の合計税率（2.1％）は、改正前（復興特別
所得税の税率 2.1％）と改正後（防衛特別所得税の税率 1％及び復興特別所
得税の税率 1.1％）とで変更はないため、改正前後で源泉徴収税額の計算方
法に変更は生じない（Q1）。 

 源泉徴収した所得税、防衛特別所得税及び復興特別所得税は、その合計額を
1 枚の納付書により納付する（Q4）。 

 防衛特別所得税及び復興特別所得税の源泉徴収は、所得税の源泉徴収の際に
併せて行うこととされているため、源泉徴収の対象となる支払金額等に対し
て合計税率（所得税率×102.1％）を乗じて計算した金額を源泉徴収する（Q5）。 

 2027 年分以後の源泉徴収税額表には、防衛特別所得税及び復興特別所得税
が含まれているため、毎月の給与等から源泉徴収する税額は同表により算出
する。なお、2027 年分の源泉徴収税額表は、2026 年 8 月頃に国税庁ホーム
ページに掲載予定である（Q7）。 

 租税条約の規定により、所得税法及び租税特別措置法に規定する税率以下の
限度税率が適用される場合又は所得税が免除される場合には、防衛特別所得
税及び復興特別所得税は課されない（Q13）。 

  

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/pdf/0026005-024_03.pdf
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 防衛特別所得税及び復興特別所得税の源泉徴収のあらまし（令和 9 年 1 月以
後の源泉徴収）（PDF 135KB） 

このパンフレット（全 1 ページ）では、防衛特別所得税及び復興特別所得税の
源泉徴収のポイントが簡潔にまとめられています。 

3. 通勤手当の非課税限度額の改正に関する情報 

2026 年度税制改正では、通勤のため自動車等の交通用具を使用している給与所
得者に支給する通勤手当の非課税限度額について、以下の改正が行われました。 

 通勤距離が片道 65 ㎞以上の場合の 1 ヵ月あたりの非課税限度額が引き上げ
られた。 

 一定の要件を満たす駐車場等を利用し、その料金を負担することを常例とす
る給与所得者の 1 ヵ月あたりの通勤手当の非課税限度額は、その通勤距離の
区分に応じた非課税限度額に 1 ヵ月あたりのその駐車場等の料金相当額（上
限 5 千円）を加算した金額とすることとされた。 

この改正は、2026 年 4 月 1 日以後に支払われるべき通勤手当（同日前に支払わ
れるべき通勤手当の差額として追加支給するものを除きます。）について適用さ
れます。 

これを受け、国税庁は上記改正に関する情報を集約した「通勤手当の非課税限
度額の改正について」というページを公表しました。このページには、改正後
の非課税限度額の表のほか、以下の Q&A が掲載されています。 

 通勤手当の非課税限度額の改正に関する Q&A（PDF 210KB） 

この Q&A（全 12 問）は、上記改正の概要のほか、駐車場等に係る取扱いにつ
いて詳細に解説したものです。たとえば Q3－1 及び Q3－2 では、駐車場等の
利用がある場合の非課税限度額の計算について、具体的なケースを用いて説明
されています。 

 

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/pdf/0026005-024_02.pdf
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/pdf/0026005-024_02.pdf
https://www.nta.go.jp/users/gensen/2026tsukin/index.htm
https://www.nta.go.jp/users/gensen/2026tsukin/index.htm
https://www.nta.go.jp/users/gensen/2026tsukin/pdf/01.pdf
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